
 公　募　公　告

 　下記のとおり公告に付します。

   令和７年１月８日

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　支 出 負 担 行 為 担 当 官

                                             　　　　　    警察庁長官官房会計課理事官

 重成　麻利

 

 記

 

 １．公募に付する事項

、「 」 、 「 ． 」　　本業務は DNA型鑑定支援装置 について 下記 ２ 公募に参加する者に必要な資格等に関する事項

の要件を満たし、契約予定者以外に本業務の実施を希望する者を確認する目的で、参加意思確認書の提出

 を招請するものである。

　　なお、公募の結果、応募要件を満たすと認められる申込者が２者以上あれば競争入札を行うものとし、

 １者のみの場合には随意契約を行うことを予定している。

 

 ２．公募に参加する者に必要な資格等に関する事項

 （１）予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。

　　　なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

 条中、特別の理由がある場合に該当する。

 （２）予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。

（ ） （ ）「 」 「 」 、３ 令和４・５・６年度内閣府競争参加資格 全省庁統一資格 物品の製造 又は 物品の販売 のＡ

 Ｂ又はＣの等級に格付けされている者であること。

 （４）警察庁から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

（５）警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる者として、国

 発注業者等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

 （６）公募説明書及び契約条項等を熟知の上、契約を締結することが可能であること。

 

 ３．公募手続等の問合せ先及び参加意思確認書の提出期限等

 （１）担当部局　

 　　　東京都千代田区霞が関２－１－２

 　　　中央合同庁舎２号館内　警察庁長官官房会計課調達係

 　　　電話番号　03-3581-0141　内線2298

 （２）参加意思確認書及び物品の仕様に関する資料の提出期限、場所及び方法                      

 　　　令和７年１月29日（水）　17時00分                  

       上記（１）に同じ。郵送の場合は書留郵便とし、提出期限までに必着のこと。

 （３）公募参加者は、警察庁担当者が求める説明及び文書の提出に、速やかに対応すること。

 

 ４．参加意思確認書等の無効

 　　本公告に示した公募に参加する者に必要な資格のない者の参加意思確認書等は無効とする。

 

 ５．その他

 （１）手続において使用する言語及び通貨

       日本語及び日本国通貨に限る。

 （２）契約書作成の要否

 要

 （３）関連情報を入手するための照会窓口

 　　　上記３（１）に同じ

 （４）資格等に関する書類は返還しない。



 

 

 

 

 公　募　説　明　書
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 警 察 庁 長 官 官 房 会 計 課



 

 項 目 及 び 構 成

 

 

 

 　１　公募に付する事項

 　２　調達内容

 　３　参加資格

 　４　参加申込要領

 　５　参加申込者の義務

 　６　参加意思確認書の提出期限等

 　７　物品の仕様に関する資料及び納入機器予定リストの提出

 　８　その他

 

   別紙－１　　　　契約書（案）及び仕様書

 　別紙－２　　　　参加意思確認書

 　別紙－３　　　　提出資料一覧表

 　別紙－４　　　  暴力団排除に関する誓約事項

   別紙－５　　　　物品の仕様に関する資料

 別紙－６　　　　納入予定機器リスト  



 １　公募に付する事項

　本業務は、 の調達であり、下記参加資格を満たし、本業務の実施を希DNA型鑑定支援装置

 望する者がいるか否かを確認する目的で、参加意思確認書の提出を招請するものである。

 

 ２　調達内容

  (1)　購入等件名及び数量

 DNA型鑑定支援装置　１式

  (2)　調達件名の性質等

 仕様書による

  (3)　納入期限

 仕様書による

  (4)　納入場所

 仕様書による

 

 ３　参加資格

 (1)　予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

 いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

 (2)　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。

(3)　令和４・５・６年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）において 「物品の製造」、

 又は「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級にそれぞれ格付けされているものであること。

 (4)　警察庁から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

(5)　警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる

 者として、国発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

 (6) この公募説明書及び契約条項等を熟知の上、契約を締結することが可能であること。  
 

 ４　参加申込要領

 (1)  参加申込者に要求される事項

、 、 （ ）（ ）①　この公募に参加を希望する者は 公募公告 公募説明書及び契約書 案 別紙－１

を熟読の上、申し込まなければならない。この場合において、公募説明書等について疑

 義があるときは関係職員の説明を求めることができる。

 　ただし、参加申込締切後はこれらの不明を理由として異議を申し立てることはできない。

 ②　契約書（案 （別紙－１）の内容を遵守できることを前提に申し込みすること。）

③　この公募に参加を希望する者は 参加意思確認書 別紙－２ 及び提出資料一覧表 別、 （ ） （

 紙－３）に基づき書類を作成・準備する。

④　本公告に示した公募に参加資格のない者、提出資料等に虚偽の記載をした者及び５の

 参加申込者の義務を守れなかった者は、当該品目の参加を無効とする。

 ⑤　資料等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。

⑥　提出された書類を公募参加資格の確認以外の用途で、提出者に無断で使用することは

 ない。

 ⑦　一旦受領した書類は返却しない。

 ⑧　一旦受領した書類の差替及び再提出は認めない（納入予定機器リストを除く 。。）

  (2)　暴力団排除に関する誓約事項

　公募参加者は、参加意思確認書の提出をもって 「暴力団排除に関する誓約事項 （別、 」

紙－４）に誓約したものとする。また、虚偽の誓約若しくは誓約に反することとなったと



 きは、当該者の申込みを無効とする。

 

 ５　参加申込者の義務

(1)  この公募の参加にあたり、警察庁から提供した情報及び仕様書等一切の書類並びにこれ

らに基づいて乙が作成した文書・図面・見本・製品等について、第三者に開示・漏洩して

 はならない。

 (2)  警察庁担当者が求める説明及び文書の提出の要求に対して速やかに対応すること。

 

 ６　参加意思確認書の提出期限等

 (1)  参加意思確認書の提出期限

 令和７年１月29日　17時00分

 (2)  参加意思確認書の提出場所

 〒100-8974　　東京都千代田区霞が関２丁目１番２号

 警察庁長官官房会計課調達係

 電話番号　03－3581－0141（内線）2298

 郵送の場合は、書留郵便とし、提出期限日までに必着すること。

 

 ７　物品の仕様に関する資料及び納入予定機器リストの提出

 (1)  資料提出

仕様書の内容を確認し、下記提出期限までに物品の仕様に関する資料（別紙－５）及び

納入予定機器リスト（別紙－６）を提出すること。提出要領は、４(1)④から⑧まで及び

 ５に準ずるとともに、仕様を満たさないものは無効とする。

応募要件を満たすと認められる申込者が２者以上あった場合は競争入札を行うものと

 し、１者のみの場合には随意契約を行うことを予定している。

 ( )　提出期限2
 令和７年１月29日　17時00分

 

 ８　その他

 (1)　契約手続に使用する言語及び通貨

 　日本語及び日本国通貨

 (2)　契約書作成の要否

 　要

 (3)　人権尊重の取組

、「 」入札参加者は 責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン

（令和４年９月13日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・

 連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めるものとする。

 (4)　問い合わせ先

 契約に関する事項

 警察庁長官官房会計課調達係

 03（3581）0141　内線2298

 仕様に関する事項

 警察庁刑事局犯罪鑑識官予算係

 03（3581）0141　内線4623



 別紙１

 契　約　書（売買）
 

警察庁（以下「甲」という ）と 　　　　　　　　　 （以下「乙」という ）とは、。 。

 次のとおり売買契約を締結する。

 

 １　品 名　ＤＮＡ型鑑定支援装置

 ２　数 量　仕様書のとおり

 ３　仕 様　仕様書のとおり

 ４　契  約  金  額　￥　　　　　　　.－

 　　（売買代金）　　うち消費税額及び地方消費税額　￥　　　　　　.－

    　　　　　　　　消費税額及び地方消費税額は、消費税法（昭和63年法律第108号）

第28条第１項及び第29条並びに地方税法（昭和25年法律第226号）

 第72条の82及び第72条の83の規定に基づき算出した額である。

 ５　単価（税抜）　内訳書のとおり

 ６　納入期限(納期)　仕様書のとおり

 ７　納入場所(納地)　仕様書のとおり

 ８　契 約 保 証 金　徴収免除

 

 （目的）

第１条　乙は、甲に対し、以下の各条項に従い、表記品名・数量・仕様の物品（以下単に

 「物品」という ）を売り渡す。。

２　契約金額及び単価は、表記のとおりとする。ただし、物品の価格若しくは構成要素が

法令等により設定、改定若しくは廃止され、又は契約内容を変更した場合、甲乙協議の

 上、契約金額を変更することができる。

 

 （契約保証金）

第２条　乙は、本契約に関する一切の義務を誠実に履行することを保証するため、表記契

 約保証金を現金又は国債をもって、本契約締結の際、甲に納めなければならない。

 

 （納入）

第３条　乙は、表記納入期限までに、表記納入場所において物品を納入しなければならな

 い。

、 、 、 、２　納入は 納入場所への搬入 設置 付随的役務及び次条による検査の全てが実施され

 甲が検査に合格した物品を受領することにより、完了するものとする。

、 、 、 、 。３　納入が完了したとき 乙は 甲宛に納品書を提出し 甲は 乙宛に受領書を交付する

ただし、納入場所が地方（本庁以外の機関をいう ）の場合、乙は甲に対し、納入場所。

 担当係官が確認した受領書を添付した甲宛ての出荷報告書を提出しなければならない。

 ４　納入に係る一切の費用は、乙の負担とする。



 （納入検査）

、 、 、 、第４条　乙は 物品を納入しようとする場合 希望検査日の10日前までに 希望検査日時

場所、品名及び数量等必要事項を文書をもって甲に通知し、甲乙協議してこれらを取り

 決めた上、双方立会の上、甲が定める方法にしたがって検査を受けなければならない。

２　納入する物品は、全て甲の指示（見本、図面、仕様書等）のとおりであって、前項の

 検査に合格したものでなければならない。

 ３　第１項の検査に必要な費用は、乙の負担とする。

 

 （所有権の移転）

第５条　物品の所有権は、甲又は地方納入場所担当係官が乙に受領書を交付したときをも

 って乙から甲に移転するものとする。

 

 （危険負担）

第６条　物品の所有権の移転前に生じた物品の滅失、毀損その他の損害は、甲の責めに帰

 すべき事由による場合を除き、乙の負担とする。

 

 （不合格品の引取り）

第７条　乙は、甲の施設を利用して第４条第１項の検査を受け、その結果不合格となった

場合、甲が指定した期限内に当該不合格品を自らの費用負担で持ち去らなければならな

 い。

２　甲は、乙が前項の履行を怠った場合、前項で指定した期限経過後いつでも当該不合格

品を他の場所に移動し、又は第三者に保管を託すことができる。ただし、その費用は全

 て乙の負担とする。

 

 （遅延賠償金）

第８条　乙は、甲の指定する納入期限内に物品を完納することができないと認められると

きは、速やかに甲に対し遅延の事由及び完納見込日を明らかにした書面を提出し、甲の

 指示を受けるものとする。

２　甲は、前項の規定による書面の提出があったときは、審査の上、納入期限後に完納す

る見込みがあると認めるときは、遅延賠償金を徴収することとして納入期限の延長を認

めることができる。ただし、遅延の事由が天災地変等やむを得ない場合には、乙はその

 事由を付して遅延賠償金の免除を申し出ることができる。

３　前項に規定する遅延賠償金は、納入期限の翌日から完納日までの日数に応じ、契約履

行未済相当額に、契約締結日の国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和31年政令第

337号。以下「債権管理法施行令」という ）第29条第１項の規定に基づき財務大臣が。

定める率（年の日数は閏日を含む期間についても、365日で換算する。以下同じ ）を。

 乗じて計算した額とする。

 

 （契約の解除及び違約金）

第９条　甲は、自己の都合により、物品が納入されるまでの間、本契約の全部又は一部を



 解除することができる。

２　甲は、乙がその債務を履行しない場合において、期間を定めてその履行を催告し、そ

 の期間内に履行がないときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。

３　甲は、乙が次の各号の一に該当する場合、前項の催告をすることなく、本契約の全部

 又は一部を解除することができる。

 (1)　乙に以下の事由が生じた場合

イ　仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、手形交換所の取引停

止処分若しくは租税公課の滞納処分があり、又はこれらの申立て若しくは処分を

 受けるべき事由を生じた場合

ロ　手形若しくは小切手の不渡りを生じ、支払停止の状態に陥り、又は破産、民事

 再生手続、会社更生手続等の申立てを受け、若しくは自ら申し立てた場合

 ハ　営業停止又は営業免許若しくは営業登録の取消等の行政上の処分を受けた場合

(2)  甲が行う物品の検査又は納入に際し、乙若しくはその代理人、使用人等が職務執

 行を妨げ、又は詐欺その他の不正行為があると認めた場合

 (3)　乙が第10条第１項に該当する場合

(4)　乙が第23条に規定する暴力団排除条項第１条、第２条又は第４条第２項に該当す

 る場合

(5)　前各号のほか、乙が民法（明治29年法律第89号）第542条第１項又は第２項の各号

 に該当する場合

４　乙は、第２項又は第３項に該当する場合、甲に対し、違約金として契約履行未済相当

額の100分の10に相当する金額を支払う。ただし、乙が契約保証金を納付している場合

 は、当該保証金を違約金に充当する。

５　甲は、第３項第５号の場合において、乙の責めに帰することのできない事由によるも

 のと認めたときは、前項の違約金の支払を免除することができる。

 

 （私的独占又は不当な取引制限等に伴う解除）

第10条　甲は、本契約に関し、乙が次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一

 部を解除することができる。

(1)　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあって

は、その役員又は使用人。以下同じ ）に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確。

保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という ）第７条又は。

同法第８条の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る ）の。

規定による排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３に

おいて読み替えて準用する場合を含む ）の規定による課徴金の納付命令を行った。

とき又は同法第７条の４第７項若しくは同法第７条の７第３項の規定による課徴金

 の納付を命じない旨の通知を行ったとき。

(2)　乙又は乙の代理人が刑法（明治40年法律第45号）第96条の６若しくは同法第198条

又は独占禁止法第89条第１項若しくは同法第95条第１項第１号に規定する罪の嫌疑

により公訴を提起されたとき（乙の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたと

 きを含む 。。）



２　乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の４第７項又は同法第

７条の７第３項の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを

 甲に提出しなければならない。

 

 （私的独占又は不当な取引制限等に伴う違約金）

第11条　乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当する場合、甲が本契約の全部又は一部

を解除するか否かにかかわらず、違約金として契約金額の100分の10に相当する額を甲

 が指定する期日までに支払わなければならない。

(1)　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８条

の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る ）の規定による。

 排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。

(2)　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同

法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む ）の規定による課徴金の納。

 付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。

(3)　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の４第７項又は

 同法第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。

(4)　乙又は乙の代理人が刑法第96条の６若しくは同法第198条又は独占禁止法第89条第

１項若しくは同法第95条第１項第１号に規定する罪の嫌疑により公訴を提起され、

 有罪判決が確定したとき。

２　乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ、次の各号の一に該当するときは、

前項の契約金額の100分の10に相当する額のほか、契約金額の100分の10に相当する額を

 違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。

(1)　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同

法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む ）及び同法第７条の３第１。

 項の規定による納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。

(2)　当該有罪判決が言い渡された裁判において、乙が違反行為の首謀者であると認定

 されたとき。

 ３　乙は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。

４　乙が第１項及び第２項に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないとき

は、乙は、期日の翌日から起算して支払の日までの日数に応じ、違約金に対して契約締

結日の債権管理法施行令第29条第１項の規定に基づき財務大臣が定める率を乗じて計算

 した金額を遅延利息として、甲に支払わなければならない。

 

 （損害賠償）

第12条　甲は、乙の契約不履行によって損害を受けた場合は、乙に対し、第９条第４項、

第11条第１項及び第２項の違約金とは別にその損害の賠償を請求することができる。た

だし、乙の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りではな

 い。

２　乙は、第９条第１項による解除のため損害を生じた場合は、甲の解除の意思表示を受

、 。 、 、領した日から30日以内に 甲にその損害の賠償を請求することができる ただし 甲が



 乙の同意を得て解除した場合はこの限りではない。

 ３　甲は、前項の請求を受けた場合、その損害を賠償することができる。

 

 （契約金額の支払）

第13条　甲は、第５条の所有権の移転が行われた後、乙の適法な支払請求書を受理した日

 から30日以内（以下「約定期間」という ）に、その対価を乙に支払うものとする。。

２  甲は、納入期限が分割されている場合、特約をすることにより部分払いをすることが

 できる。

３　甲は、第９条による契約解除の場合、既に受領済の物品があり、これが未納入の物品

と分離して契約の目的の一部を達するものであるときは、受領済物品のその部分につき

 本契約書に掲げた単価によって、その対価を乙に支払うものとする。

 

 （支払遅延利息）

第14条　甲は、自己の責めに帰すべき理由により、約定期間に契約金額を支払わない場合

は、約定期間満了の日の翌日から起算して支払の日までの日数に応じ、請求金額に対し

て契約締結日の政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８

条の規定に基づき財務大臣が定める率（年の日数は閏日を含む期間についても、365日

。） 、 。で換算する を乗じて計算した金額を遅延利息として 乙に支払わなければならない

ただし、約定期間に支払をしないことが天災地変等やむを得ない理由による場合は、当

 該理由の継続する期間は遅延利息を支払う日数に計算しないものとする。

２　前項の規定により計算した遅延利息の額が100円未満であるときは、遅延利息を支払

うことを要せず、その額に100円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるもの

 とする。

 

 （契約保証金の還付）

第15条　甲は、第９条第１項の規定による契約解除の場合、本契約を甲乙合意の上解除し

た場合又は契約履行済の場合、乙の領収書と引換えに契約保証金を乙に還付しなければ

 ならない。

 

 （契約上の地位移転・債権譲渡等の禁止）

第16条　乙は、本契約によって生じる権利又は義務の全部若しくは一部を甲の承認を得た

場合を除き第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会法（昭

和28年法律第196号）第２章第２節の規定に基づき設立された信用保証協会、中小企業

信用保険法施行令（昭和25年政令第350号）第１条の３に規定する金融機関（以下「金

融機関」という ）又は資産の流動化に関する法律（平成10年法律第105号）第２条第。

３項に規定する特定目的会社（以下「特定目的会社」という ）に対して債権を譲渡す。

 る場合にあっては、この限りでない。

２　乙が本契約により行うこととされた全ての給付を完了する前に、乙が前項ただし書き

に基づいて、信用保証協会、金融機関又は特定目的会社（以下「丙」という ）に債権。

の譲渡を行い、乙及び丙が甲に対し、民法第467条若しくは動産及び債権の譲渡の対抗



要件に関する民法の特例等に関する法律（平成10年法律第104号）第４条第２項に規定

する通知又は承諾の依頼を行う場合にあっては、乙は丙に対し次の各号の定めを同意さ

 せ、又は遵守させる義務を負う。

、 、 、 、(1)　甲は 乙に対して有する請求債権については 譲渡対象債権金額と相殺し 又は

 譲渡債権金額を軽減できる権利を保留すること。

(2)　丙は、譲渡対象債権を第１項ただし書きに掲げる者以外の者に譲渡し又はこれに

 質権を設定しその他債権の帰属及び行使を害すべきことはできないこと。

(3)　甲は、債権譲渡後も、乙との協議のみにより、契約金額の変更その他契約内容の

変更を行うことがあり、この場合は、丙は異議を申し立てないものとし、当該契約

の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合には、専ら乙と丙の間におい

 て解決されなければならないこと。

３　第１項ただし書きに基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が

行う弁済の効力は、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第42条の２の規定に

基づき、甲がセンター支出官に対して支出の決定の通知を行った時点で生じるものとす

 る。

 

 （知的財産権の紛争解決）

第17条　乙は、物品に係る権利関係が、第三者の特許権、実用新案権その他の知的財産権

に抵触しないことを保証し、万一その所有者との間で紛争が生じた場合には、直ちに甲

に対して書面により通知するものとし、かつ、乙が自己の責任及び費用負担において当

 該紛争を解決するものとする。

 

 （保証事項）

第18条　乙は、本契約に基づいて納入した物品に対し、その納入の日から起算して12箇月

以内に故障を生じた場合は、無償で物品の取替え又は修理をするものとする。ただし、

 甲に故意又は重大な過失があった場合はこの限りではない。

 

 （契約不適合責任）

第19条　甲は、物品の種類、品質又は数量に関して本契約の内容に適合しないものである

ときは、乙にその旨を通知し、期間を定めて納入物の修補、代替物の引渡し又は不足分

 の引渡しによる履行の追完を請求することができる。

２　甲は、前項の期間内に乙の追完がないときは、その不適合の程度に応じて、乙に代金

 の減額を請求することができる。

３　甲は、前項にかかわらず、乙が民法第563条第２項の各号に該当する場合には、直ち

 に代金の減額を請求することができる。

４　甲は、第２項及び第３項のほか、その不適合により発生した損害に対し、乙に賠償を

 請求することができる。

５　乙が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない納入物を引き渡した場合におい

て、甲がその不適合を知った時から１年以内にその旨を乙に通知しないときは、甲は、

その不適合を理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求及び損害賠償の請求を



することはできない。ただし、乙が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失に

 よって知らなかったときは、この限りではない。

６　乙が、第１項に基づく追完を行った場合、乙は、当該追完部分についても新たに本条

 に定める契約不適合責任を負う。

 

 （秘密の保持）

、 、第20条　甲及び乙は 互いに本契約の履行に際し知り得た相手方の秘密を第三者に漏らし

 又は利用してはならない。

２　甲は、乙の故意又は過失により秘密が漏えいしたため損害が生じた場合は、乙にその

 損害の賠償を請求することができる。

３　乙は、情報セキュリティの確保について 「情報セキュリティの確保に関する特約条、

 項」により履行するものとする。

 

 （管轄裁判所）

 第21条　本契約に関する訴訟の第一審管轄裁判所は、東京地方裁判所のみとする。

 

 （紛争又は疑義の解決方法）

第22条　本契約に関し、甲乙間に紛争又は疑義が生じた場合は、必要に応じて甲乙協議の

 上、解決するものとする。

 

 （暴力団排除）

 第23条　暴力団排除に関する条項については 「暴力団排除条項」によるものとする。、

 

 （人権尊重の取組）

第24条　乙は 「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」、

（令和４年９月13日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進

 ・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めるものとする。

 

 （特記事項）

 第25条　本契約に特記事項がある場合は、別紙においてこれを定める。

２　本契約書本文と、本契約書に編てつされた仕様書、特記事項が抵触する場合の優先順

 位は、特記事項、仕様書、本契約書本文の順序とする。

 

 

 

 

 

 

 

 



上記契約の締結を証するため、この証書２通を作成し、双方記名押印の上、各自１通を

 保有する。

 

  令和　　年　　月　　日

 

 甲　　　支出負担行為担当官

 警察庁長官官房会計課理事官

 重　成　　麻　利

 

 

乙      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（単位：円）

合計（税込）

小計（税抜）

消費税

内　訳　書

品              目 数　量 単　　価 金　　額 備　　考



 暴力団排除条項

 

 （属性要件に基づく契約の解除）

第１条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、何らの催告を要

 せず、本契約を解除することができる。

(1)　法人等（個人、法人又は団体をいう ）の役員等（個人である場合はその者、法人。

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう ）の。

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう 以下同じ が 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平。 。） 、 （ （

成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ ）又は暴力団。

 員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ ）であるとき。

(2)　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

 加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

 ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

 しているとき

 (5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

 

 （行為要件に基づく契約の解除）

第２条　甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに該当する行為をした

 場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

 (1)　暴力的な要求行為

 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為

 (3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

 (4)　偽計又は威力を用いて甲又はその職員の業務を妨害する行為

 (5)　その他前各号に準ずる行為

 

 （表明確約）

第３条　乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来においても

 該当しないことを確約する。

２　乙は、前２条各号のいずれかに該当する者（以下「解除対象者」という ）を下請負。

人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、全ての下請負人を含む ）及び再受託者。

（再委託以降の全ての受託者を含む ）並びに乙、下請負人又は再受託者が当該契約に。

関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ ）としないことを確。

 約する。

 

 （下請負契約等に関する契約の解除）

第４条　乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当

該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなけ



 ればならない。

２　甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負

人等の契約を承認したとき又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人

等との契約を解除しないとき若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を

 講じないときは、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

 

 （損害賠償等）

第５条　甲は、第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、こ

 れにより乙に生じた損失について、何ら補償することは要しない。

２　乙は、甲が第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合におい

 て、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。

 

 （不当介入に関する通報・報告）

第６条　乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の反社会的勢

力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という ）を受けた場合。

は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当

介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものと

する。



 情報セキュリティの確保に関する特約条項

 

   （目的）

第１条　乙は、本契約に係る業務（以下「本件業務」という ）の実施のために、甲から。

提供する情報その他本件業務の実施において知り得た情報（以下「保護すべき情報」と

いう ）の機密性、完全性及び可用性を維持すること（以下 「情報セキュリティ」と。 、

いう ）に関して、この特約条項に定めるところにより、その万全を期さなければなら。

 ない。

 ２　保護すべき情報の範囲は次の各号とする。

、 、 （ 。）　一　甲が秘密区分の指定をした秘密に属する文書 図面 図書等 電磁的記録を含む

 二　甲が秘密区分の指定をした秘密に属する物件

三　一～二号に掲げるものを基に、乙が作成（複製及び写真撮影を含む ）した文書、。

 　図面、図書等（電磁的記録を含む ）又は物件のうち、甲が指定したもの。

 

   （再委託の禁止）

第２条　乙は、本契約の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、やむを

得ず再委託するときは、その再委託先、契約内容等を記した書面を添え、甲の許可を得

 るものとする。

２　前項ただし書きにより乙が再委託する場合、乙は乙と再委託者との間で締結する契約

において、再委託者において本特約条項と同等の情報セキュリティの確保が行われるよ

 う定めなければならない。

３　甲は、前項の契約について、情報セキュリティの確保が十分満たされていないと認め

 られる場合、第１項の許可を与えないことができる。

４　第１項ただし書きにより乙が再委託する場合の再委託者その他本契約の履行に係る作

業に従事する乙以外の事業者（以下「再委託者等」という ）における情報セキュリテ。

ィの確保について、乙は本特約条項に従い、必要な通知、申請、確認等を行うものとす

 る。

 

 　（情報セキュリティ確保のための体制等の整備）

第３条　乙は、保護すべき情報に係る情報セキュリティを確保するために必要な体制を整

 備しなければならない。

２　乙は、乙の代表者又は代表者から代理権限を与えられた者を情報セキュリティに係る

責任者（以下「情報セキュリティ責任者」という ）とし、情報セキュリティ責任者の。

 下に、保護すべき情報の管理に係る管理責任者を指定し甲に通知するものとする。

、 （ 、 、 、３　乙は 保護すべき情報に接する者 乙及び再委託先等における 派遣社員 契約社員

パート及びアルバイト等を含む。以下「取扱者」という ）から情報セキュリティの確。

保に関する誓約書を徴収するとともに、取扱者の名簿を作成し、同名簿を甲に通知しな

 ければならない。

４　乙は、契約締結後速やかに、情報セキュリティ確保のため、取扱者に対し作業内容に

 応じた教育計画を作成し、甲の承認を得るものとする。



 なお、乙が予め当該計画を有する場合には、これに代えることができる。

 ５　甲は乙に対し、第４項の教育計画の実施状況について、報告を求めることができる。

 

 　（守秘義務）

第４条　乙は、保護すべき情報を本契約の履行期間中のほか、履行後においても第三者に

 開示又は漏えいしてはならない。

２　取扱者は、在職中及び離職後においても、保護すべき情報を第三者に開示又は漏えい

 してはならない。

３　乙又は再委託者等がやむを得ず保護すべき情報を第三者に開示しようとする場合に

 は、乙はあらかじめ、書面により甲に申請し許可を得なければならない。

 

 　（管理）

第５条　乙は、本契約に基づき、甲が乙に提供する情報（以下「業務情報」という ）及。

び甲が乙に貸与する仕様書その他の資料（以下「業務資料」という ）については、特。

 に厳重な取扱いを行うものとし、その保管管理について一切の責任を負うものとする。

２　乙が甲の指定する場所において個別業務を行う場合に持ち込む物品、業務情報及び業

務資料は適正に管理するものとする。また、甲の承諾なくしては、その場所から物品、

 業務情報及び業務資料を持ち出してはならない。

３　乙は、第１項及び第２項の業務情報及び業務資料の管理について、甲の承認を得るも

 のとする。

４　乙は、業務情報及び業務資料について、本契約の履行その他甲の指定した目的以外に

 使用してはならない。

５　乙は、業務情報について、本契約が終了したとき、又は甲から廃棄を求められたとき

 は、これを直ちに甲が認める方法により廃棄するものとする。

６　乙は、業務情報及び業務資料を、甲の承諾なくしては、方法の如何にかかわらず複製

 ・複写してはならない。

７　乙は、業務資料について、本契約が終了したとき、又は甲から返還を求められたとき

 は、これを直ちに甲に返還するものとする。

（ 。） 、 、 （ 。）８　乙が作成 複製及び写真撮影を含む した文書 図面 図書等 電磁的記録を含む

又は物件のうち、乙から甲に所有権が移転したものは全て甲の認める方法により廃棄し

 なければならない。

 

 　（脆弱性対策等の実施）

第６条　乙は、本件業務を実施するにあたり、情報システムを使用する場合について、当

該情報システムのアクセス権の付与を業務上必要な者に限るとともに、保護すべき情報

 へのアクセスを記録する措置を講ずるものとする。

２　前項の場合に、乙は、情報システムに対する不正アクセス、コンピューター・ウイル

ス、不正プログラム感染等情報システムの脆弱性に係る情報を収集し、これに対処する

 ための必要な措置を講ずるものとする。

 



 　（情報セキュリティの対策の履行状況の確認）

第７条　乙は、契約締結後速やかに、本特約条項が定める項目を含む情報セキュリティ対

（ 「 」 。） 、策の履行状況 以下 情報セキュリティ対策履行状況 という を確認するとともに

 確認結果について甲に報告するものとする。

２　乙は、契約締結後、少なくとも１年に１回、情報セキュリティ対策履行状況を確認す

 るとともに、確認結果について甲に報告するものとする。

３　前各項の確認については、別記様式「情報セキュリティ対策履行状況確認書」による

 ものとする。ただし、別記様式の様式により難い場合は、この限りではない。

４　乙は、再委託者等における情報セキュリティ対策履行状況について、前各項に準じた

 確認の結果を甲に対して報告するものとする。

 ５　乙は、甲に報告した確認結果について、甲の承認を得るものとする。

 

 　（情報セキュリティ侵害事案等事故）

第８条 情報セキュリティ侵害事案等事故（以下「事故」という ）とは次の各号のこと  。

 をいう。

一　保護すべき情報のほか、契約に係る情報について、外部への漏えい又は目的外利用が

 　行われた場合

二　保護すべき情報のほか、契約に係る情報について、認められていないアクセスが行わ

 　れた場合

三　保護すべき情報を取り扱い又は取り扱ったことのある電子計算機又は外部記録媒体に

 　コンピューター・ウイルスの感染が認められた場合

四　一～三号に掲げるもののほか、甲又は乙の保護すべき情報のほか契約に係る情報の侵

 　害、紛失、破壊等の事故が発生し、又はそれらの疑い若しくはおそれがある場合

 

 　（情報セキュリティ侵害事案等事故に関する乙の責任）

第９条　乙は、乙の従業員又は再委託者等の故意又は過失により前条に規定する事故があ

 ったときでも、契約上の責任を免れることはできない。

 

   （情報セキュリティ侵害事案等事故発生時の措置）

第１０条　乙は、本契約の履行に際し、第８条に規定する事故があったときは、適切な措

 置を講ずるとともに、速やかにその詳細を甲に報告しなければならない。

２　甲は、第８条に規定する事故が発生した場合、必要に応じ乙に対し調査を実施するこ

 ととし、乙は甲が行う当該調査について、全面的に協力しなければならない。

３　第８条に規定する事故が再委託者等において発生した場合、乙は甲が当該再委託者等

 に対して前項の調査を実施できるよう、必要な協力を行うものとする。

４　乙は、第８条に規定する事故の損害・影響等の程度を把握するため、必要な業務資料

 等を契約終了時まで保存し、甲の求めに応じて甲に提出するものとする。

５　第８条に規定する事故が乙の責めに帰すべき事由による場合、当該措置に必要な経費

 については乙の負担とする。

 ６　前項の規定は、甲の損害賠償請求権を制限するものではない。



 

   （情報セキュリティ監査）

第１１条　甲は必要に応じ、乙に対して情報セキュリティ対策に関する監査を行うものと

し、監査の実施のために、甲の指名する職員を乙の事業所その他関係先に派遣すること

ができる。この場合、乙は、監査を受け入れる部門、場所、時期、条件等を記載した、

 「情報セキュリティ監査対応計画書」を事前に甲に提出することとする。

２　甲は、情報セキュリティ対策に関し特段の必要が生じた場合、緊急に監査を実施する

 ことができる。

３ 乙は、甲が情報セキュリティ対策に関する監査を実施する場合、甲の求めに応じ、必  
要な協力（甲の指名する職員による取扱施設への立ち入り及び関係書類の閲覧等）をし

 なければならない。

４　甲が再委託者等に対して情報セキュリティ対策に関する監査を行うことを求める場

 合、乙は当該監査の実施のために必要な協力を行うこととする。

５　乙は、自ら情報セキュリティ対策に関する監査を行った場合は、その結果を甲に報告

 することとする。

６　甲は、監査の結果、情報セキュリティ対策が十分満たされていないと認められる場合

 は、その是正のための必要な措置を講ずるよう乙に求めることができる。

７　乙は、前項の規定により、甲から求めがあったときは、速やかにその是正措置を講じ

 なければならない。

 

 　（契約の解除）

第１２条　甲は、第８条に規定する事故が、乙の責めに帰すべき事由により発生した場合

において、本契約の目的を達することができなくなった場合は、この契約の全部又は一

 部を解除することができる。

 ２　前項の場合において、主たる契約条項の契約の解除に関する規定を準用する。



 別記様式
 情報セキュリティ対策履行状況確認書

 １　確認対象者
 　（１）事業者名：

 　（２）対象部門等名：
 　（３）契約開始年月日：

 　（４）前回確認実施年月日：
 　【留意事項】

 確認対象者が 等の場合は （１）欄に事業者名を記載し、その末尾に「 等 」と記載すること。再委託者 再委託者、 （ ）
 この場合 （３）欄には、 契約等の開始年月日を記載すること。、 再委託

 　　

 ２　確認事項

番号 確認事項 実施／未実施 実施状況（詳細）又は 未実施の理由 

 １ ２．１
　本契約の全部又は一部を第三者に再委託し
ていない。

 ２ ２．１
 （１が未実施の場合）

　やむを得ず再委託するときは、その再委託
先、契約内容等を記した書面を添え、甲の許
可を得ている。

  ３ ３．２
　代表者又は代表者から代理権限を与えられ
た者を情報セキュリティ責任者としている。

  ４ ３．２

　情報セキュリティ責任者の下に、保護すべ 
き情報の管理に係る管理責任者を指定し、甲
に通知している。

  ５ ３．３
　取扱者から情報セキュリティの確保に関す

る誓約書を徴収している。　
 ６ ３．３ 

、 。　取扱者の名簿を作成し 甲に通知している
 ７ ３．４

　教育計画を作成し、甲の承認を得ている。

８ ３．１ ※ ※ 
　その他、情報セキュリティを確保するため
に必要な体制を整備している。

   ９ ４．１ 
　保護すべき情報を第三者に開示又は漏えい
していないことを確認している。

   １０ ４．２
 　取扱者が、在職中又は離職後においても、

保護すべき情報を第三者に開示または漏えい

しないよう、措置を講じている。
１１ ４．３ ※ ※   

  （１及び２が未実施の場合）
　やむを得ず保護すべき情報を第三者に開示
しようとする場合には、あらかじめ、書面に

より甲に申請し許可を得ている。
　      

 １２ ５．１   
　業務情報及び業務資料について、特に厳重
な取扱いを行っている。

    １３ ５．２ ※ ※
   （甲の指定する場所において個別業務を行

  う場合）
　持ち込む物品、業務情報及び業務資料を適

正に管理している。
    １４ ５．２ ※ ※



   （甲の指定する場所において個別業務を行  
  う場合）

 　甲の承諾なくして、その場所から物品、業
務情報及び業務資料を持ち出していないか確

認している。
 １５ ５．３

　業務情報及び業務資料の管理について、甲
の承認を得ている。

 １６ ５．４   

　業務情報及び業務資料について、甲の指定
した目的以外に使用しないよう、措置を講じ
ている。

１７ ５．５ ※ ※ 
　業務情報について、甲から廃棄を求められ

たとき、直ちに甲が認める方法により廃棄し
ている。

    １８ ５．６
業務情報及び業務資料を、甲の承諾なくし  

て、複製・複写していないか確認している。

１９ ５．７ ※ ※  
　甲から返還を求められた資料を、甲に直ち
に返還している。

２０ ６．１ ※ ※   

  （情報システムを使用する場合）
　当該情報システムのアクセス権の付与を業
務上必要な者に限るとともに、保護すべき情
報へのアクセスを記録する措置を講じてい

る。
２１ ６．２ ※ ※   

  （情報システムを使用する場合）
 　情報システムに対する不正アクセス、コン
 ピューター・ウィルス、不正プログラム感染

等情報システムの脆弱性に係る情報を収集し
ている。

２２ ６．２ ※ ※   
  （情報システムを使用する場合）

 　情報システムに対する不正アクセス、コン

 ピューター・ウィルス、不正プログラム感染
等情報システムの脆弱性に対処するための必
要な措置を講じている。

２３ ７．１ ※ ※  

（情報セキュリティ対策の履行状況の確認が
 ２回目以降の場合）　

　前回の確認及び甲に対する報告から、１年
以上を経過していない。

 ２４ ７．５

　報告した確認結果について、甲の承認を得
ている。
　      

２５ １０．１ ※ ※  
（情報セキュリティ侵害事案等事故が発生し

 た場合）
　事故発生時に適切な措置を講じるととも
に、速やかに甲に報告を行った。

２６ １０．４ ※ ※ 
（情報セキュリティ侵害事案等事故が発生し

 た場合）
　事故の損害・影響等の程度を把握するた
め、必要な業務資料を保存している。

 確認年月日：
確認者（事業者名、所属、役職、氏名 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　印）

 【留意事項】
 　※欄については、該当がある場合に記載する。



 

 DNA型鑑定支援装置仕様書

                                                       犯 罪 鑑 識 官

 警鑑仕形法第 1 0 1号改２

                                                       平 成 2 9 年 1 2 月 ５ 日 制 定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令 和 ４ 年 ３ 月 2 2 日 改 正

 令 和 ６ 年 1 2 月 1 0 日 改 正

 

 

 １　総則

 １．１　適用範囲

本装置は、大量一括処理方式による被疑者DNA型鑑定において、受付から鑑定

書発送に係る各工程を統制管理し、鑑定に係る書類の電子記録化と保管・管理を

 する装置である。

 １．２　品名及び略称

 DNA型鑑定支援装置

 １．３　概要

DNA型鑑定支援装置とは、大量のDNA型鑑定資料に取り違えが発生しないよう受

付から鑑定書発送までの一連の作業について、各鑑定機器の集中制御及び当該作

業工程における作業時刻、作業者、鑑定機器及び試薬等の情報を一元管理し、鑑

 定書等の鑑定に係る書類の電子記録化と保管・管理をする装置である。

なお、DNA型鑑定業務の概要は別紙１のとおりであり、調達範囲に係る機器に

 ついては別紙２のとおり。

 

 ２　使用条件

各サーバをサーバ室内に設置し、温度18から28℃、湿度40から60％で正常に動作する
 こと。

 サーバを除く構成品は、気温10から32℃、湿度20から70％で正常に動作すること。
 

 ３　構成

 ３．１　業務サーバ　２台

 ３．２　ストレージサーバ　１台

 ３．３　バックアップサーバ　１台

 ３．４　KVM装置　１式

 ３．５　Ｌ２スイッチ　２台

 ３．６　無停電電源装置（UPS）　３台

 ３．７　業務端末装置Ａ　17台

 ３．８　業務端末装置Ｂ　１式

 スキャナ１台を附属

 ３．９　スイッチングハブ　18台



 ３．10　モノクロプリンタ　５台

 ３．11　カラープリンタ　５台

 ３．12　ラベルライタ　２台

 ３．13　サーバラック　１台

 

 ４　構造

 ４．１　業務サーバ、ストレージサーバ及びバックアップサーバ

 19型サーバラックに搭載できるラックマウント型物理サーバであること。

 ４．２　KVM装置

 19型サーバラックにマウント可能で、収納時は２Ｕ以内であること。

 ４．３　Ｌ２スイッチ

 19型サーバラックにマウント可能で、１Ｕ以内であること。

 ４．４　無停電電源装置（UPS）

 19型サーバラックにマウント可能で、２Ｕ以内であること。

 ４．５　業務用端末装置Ａ

 (1)　15.6型以上のノート型PCであること。

 (2)　折り畳み時は、幅400㎜、奥行き250㎜、高さ30㎜以下であること。

 ４．６　業務用端末装置Ｂ

 (1)　デスクトップ型PCであること。

 (2)　本体が、幅200㎜以下、奥行き500㎜以下、高さ500㎜以下であること。

(3)　附属のスキャナは本体が、幅500㎜以下、奥行き500㎜以下、高さ500㎜以下

 であること。

 ４．７　スイッチングハブ

 本体が、幅200㎜以下、奥行き150㎜以下、高さ50㎜以下であること。

 ４．８　モノクロプリンタ

 本体が、幅550㎜以下、奥行き550㎜以下、高さ550㎜以下であること。

 ４．９　カラープリンタ

 本体が、幅550㎜以下、奥行き550㎜以下、高さ550㎜以下であること。

 ４．10　ラベルライタ

 本体が、幅200㎜以下、奥行き200㎜以下、高さ200㎜以下であること。

 ４．11　サーバラック

 (1)　19型であり、24Ｕに対応すること。

 (2)　本体が幅700㎜以下、奥行き1,200㎜以下、高さ1,300㎜以下であること。

(3)　サーバ等の必要な機器を搭載した状態で、重量が400㎏/㎡を超えないこと。

なお、重量に対して強度が不足する場合は、契約業者の負担により負荷を分散

 すること。

 

 ５　機能及び性能

 ５．１　共通

 (1)　電源の電圧は、AC100Ⅴ（50/60Hz）に対応できること。



 (2)　ソフトウェアは日本語に対応すること。

(3)　使用する通信プロトコルは、IEEEに規定する国際標準的なプロトコルを採用

 すること。

 (4)　関係機器との通信プロトコルはIPとすること。

(5)　障害原因の特定を行うためのシステムログを出力する機能を有すること。ま

 た、ログの内容及び保存期間については警察庁と協議を行うこと。

(6)  導入するソフトウェア、修正プログラム及び修正モジュール等については契

 約時における最新のバージョンとすること。

なお、最新のものを適用することができないやむを得ない理由がある場合

 は、その理由を書面で提出して警察庁の承認を受けること。

 (7)  同一品目の機器は、同一の製造元、形式及び品番のものであること。

 (8)  意図しない通信先へ自動的にデータを送信する機能等を備えていないこと。

(9)  既存の業務ソフトウェアである日本コントロールシステム社製SimpDoc

 （Ver.５）が正常に動作すること。

 ５．２　業務サーバ 

(1)　２台の装置を用いた両現用構成による負荷分散方式又は現用/予備構成によ

 る冗長構成であること。

(2)　冗長構成の一方の機器又は構成機器の一部に障害が発生しても自動的に切り

 替わるなど、業務が継続されること。

 (3)　OSはWindows Server 2025 Standardであること。

(4)　OS（仮想OSを含む）は、ウイルスパターン配信用ソフトウェアが動作し、

 GUI操作ができること。

(5)　CPUがIntel Xeon Platinum 2.8GHz 32C/64T相当以上、メモリがDDR5以上の

対応で64GB RDIMM 5600MT/sデュアルランクランク以上、192GB以上搭載するこ

 と。

(6)　アプリケーション用仮想サーバとしての資源割り当ては、CPU48コア、メモ

 リ128GBディスク８TB以上であること。

 (7)　ウイルス対策サーバを兼用すること。

(8)　ウイルス対策サーバはインターネットに接続しない環境でもパターンファイ

 ルの更新が行えるウイルス対策ソフトウェアを導入すること。

(9)　ウイルス対策サーバはパターンファイルを更新することにより、同一ネット

ワークに接続されている業務サーバ、業務端末装置、解析装置及び鑑定機器に

 附属する端末装置へ最新のパターンファイルを配信できること。

 (10) 10GBASE-T以上に対応したLANポートを有すること。

(11) CD-ROM及びDVD-ROMが読み込める内蔵あるいは外付けの光学ディスクドライ

 ブを備えること。

(12) OS（仮想OSを含む）は、業務ソフトウェアが動作し、GUI操作ができるこ

 と。

 (13) 停電時にUPSからの信号を受信し、自動的にシャットダウンができること。

 (14) 業務サーバを停止させずに業務データのバックアップができること。



 (15) 外部記録媒体の利用を禁止するため、物理的又は技術的な対策を行うこと。

(16) 既存の業務ソフトウェアである日本コントロールシステム社製SimpDoc

（Ver.５）を用いて、鑑定嘱託の受付、既存DNA型解析装置等とのデータ連

携、DNA型解析と型確定支援、鑑定書作成支援といった、DNA型鑑定業務全般の

 情報管理が行えること。

 (17) ６年以上安定稼働すること。

 ５．３　ストレージサーバ

 (1)　メモリはコントローラごとに32GB以上を有すること。

(2)　ストレージ部は、複数のSSDを搭載し、冗長化機能及びホットプラグ機能等

 を有し、障害時に運用停止を伴わずに交換作業ができること。

(3)　ストレージ部の容量は、複数台のNVMe SSDを使用して冗長性を確保し、実効

 15TB以上あること。

 (4)　10GBASE-T以上に対応したLANポートを２個以上有すること。

 (5)　停電時にUPSからの信号を受信し、自動的にシャットダウンができること。

 (6)　外部記録媒体の利用を禁止するため、物理的又は技術的な対策を行うこと。

 (7)  ６年以上安定稼働すること。

 ５．４  バックアップサーバ

 (1)　OSはWindows Server 2025 Standardであること。

(2)　CPUがIntel Xeon Gold 2.8GHz 16C/32T相当以上、メモリがDDR4以上の対応

 で16GB RDIMM 5600MT/sシングルランク以上、64GB以上搭載すること。

(3)　複数の磁気ディスク又はSSDを搭載し、冗長化機能及びホットプラグ機能等

 を有し、障害時に運用停止を伴わずに交換作業ができること。

(4)　ストレージ部の容量は、データ用領域として、HDD ８TBx８（RAID6）以上、

 実効32TB以上あること。

 (5)　1000BASE-Tに対応したLANポートを２個以上有すること。

(6)　CD-ROM及びDVD-ROMが読み込める内蔵あるいは外付けの光学ディスクドライ

 ブを備えること。

(7)　OS（仮想OSを含む。）は、業務ソフトウェアが動作し、GUI操作ができるこ

 と。

 (8)　停電時にUPSからの信号を受信し、自動的にシャットダウンができること。

 (9)　外部記録媒体の利用を禁止するため、物理的又は技術的な対策を行うこと。

 (10) ６年以上安定稼働すること。

 ５．５　KVM装置

(1)　キーボード、モニタ、マウス及びマウスパッドで構成されるコンソール装置

 及びサーバ切替用KVMスイッチを含むこと。

(2)　業務サーバ、ストレージサーバ、バックアップサーバを切り替えて操作でき

 ること。

 ５．６　Ｌ２スイッチ

 (1)　２台以上のスイッチを用いたスタック構成ができること。

 (2)　10GBASE-Tに対応したLANポートを４個以上有すること。



 (3)　1000BASE-T以上に対応したLANポートを４個以上有すること。

(4)　GUIコンソール又はシリアルポート及びSSHによるCUIコンソールによって管

 理が可能であること。

 ５．７　無停電電源装置（UPS）

 (1)　1000BASE-T以上に対応したLANポートを有すること。

 (2)　GUIコンソールによって管理が可能であること。

(3)　業務サーバ、ストレージサーバ及びバックアップサーバと接続され、停電等

によりUPSに電力が供給されなくなった場合、各サーバに対してシャットダウ

 ン信号を送信できること。

(4)　停電時に業務サーバ、ストレージサーバ及びバックアップサーバのシャット

 ダウンが完了するまでの間、電力を供給できる電源容量を有すること。

  ５．８  業務端末装置Ａ

(1)　CPUがIntel Core i7-12800H（2.4GHz/4.8GHz）相当以上、メモリがDDR5以上

 の対応で16GB以上、内蔵SSDがM2.PCIe NVMe SSD 512GB以上を搭載すること。

 (2)　OSは、Windows11 Pro（日本語版）以降を搭載すること。

 (3)　Microsoft Office LTSC Standard 2024を搭載すること。

 (4)　ディスプレイは解像度が1920x1080ドット以上であること。

 (5)　1000BASE-T以上に対応したLANポートを有すること。

(6)　内蔵バッテリによる稼働時間は、社団法人電子情報技術産業協会「JEITAバ

ッテリ動作時間測定法（Ver3.0）」準拠において、カタログ値で２時間以上で

 あること。

 (7)　無線LAN機能を有しないこと、又は無線LAN機能を停止できること。

(8)　マウス、マウスパッド、バーコードリーダ及びセキュリティワイヤーを附属

 すること。

(9)　バーコードリーダは、USBにより接続し、バーコード及びQRコードを読み取

 りできること。

 (10) ウイルス対策ソフトを搭載すること。

(11) ウイルス対策サーバから最新のパターンを受信し、自動的に最新のパターン

 ファイルに更新できること。

 (12) 外部記録媒体の使用を制限できるソフトウェア及び装置を搭載すること。

 ５．９　業務端末装置Ｂ

(1)　既存の業務ソフトウェアである日本コントロールシステム社製SimpScan

 （Ver.２）が正常に動作すること。

(2)　CPUがIntel Core i7 14700K（20C/28T,3.4GHz/5.6GHz）相当以上、メモリが

DDR5以上の対応で32GB以上、内蔵SSDがM2.SSD 512GB以上、内蔵HDDが４TBx２

 （RAID1）以上を搭載すること。

 (3)　OSは、Windows11 Pro（日本語版）以降を搭載すること。

 (4)　Microsoft Office LTSC Standard 2024を搭載すること。

(5)　23.8型以上の液晶モニタ、キーボード、マウス、マウスパッド及びセキュリ

ティワイヤーを附属すること。液晶モニタの解像度は、1,920x1,080ドット以



 上であること。

 (6)　1000BASE-T以上に対応したLANポートを有すること。

(7)　ブルーレイディスクに書き込み可能な内蔵あるいは外付けの光学ディスクド

 ライブを備えること。

 (8)　無線LAN機能を有しないこと又は無線LAN機能を停止できること。

 (9)  ウイルス対策ソフトを搭載すること。

(10) ウイルス対策サーバから最新のパターンを受信し、自動的に最新のパターン

 ファイルに更新できること。

 (11) 外部記録媒体の使用を制限できるソフトウェア及び装置を搭載すること。

 (12) 以下の要件を満たすスキャナを附属すること。　

 ア　A4用紙をPDF形式で読み取りできること。

 イ　シートフィードタイプであること。

 ウ　600dpi以上の解像度を有すること。

 エ　用紙を100枚以上セットできること。

 オ　有線LANが利用できること。

 カ　斜光補正、モアレ除去が可能であること。

 ５．10　スイッチングハブ

 (1)　1000BASE-Tに対応したLANポートを８個以上有すること。

 (2)　マグネット付、電源内蔵型のタップ型ハブであること。

 ５．11  モノクロプリンタ

 (1)　モノクロレーザープリンタであること。

(2)　A4用紙、長形３号（長３）封筒及び角形３号（角３）封筒へ印刷できるこ 

 と。

(3)　用紙カセットは、500枚以上の容量を有すること。トレイモジュールの追加

 により本要件を満たすことも可能とする。

 (4)　両面印刷ができること。

 (5)　手差しトレイが利用できること。

 (6)　印刷速度がA4片面印刷時に30枚/分以上であること。

 (7)　1000BASE-Tに対応したLANポートを有すること。

 (8)　無線LAN機能を有しないこと又は無線LAN機能を停止できること。

(9)　用紙又は封筒以外のトナー、感光体ユニット及び廃トナーボトル等のプリン

タに搭載する消耗品は、初回に納入される物品の他に予備品も一式ずつ附属す

 ること。

 ５．12  カラープリンタ

 (1)　カラーレーザープリンタであること。

(2)　A4用紙、長形３号（長３）封筒及び角形３号（角３）封筒へ印刷できるこ

 と。

(3)　用紙カセットは、500枚以上の容量を有すること。トレイモジュールの追加

 により本要件を満たすことも可能とする。

 (4)　両面印刷ができること。



 (5)　手差しトレイが利用できること。

 (6)　印刷速度がA4片面印刷時に30枚/分以上であること。

 (7)　1000BASE-Tに対応したLANポートを有すること。

 (8)　無線LAN機能を有しないこと、又は無線LAN機能を停止できること。

(9) 用紙又は封筒以外のトナー、感光体ユニット及び廃トナーボトル等のプリン　

タに搭載する消耗品は、初回に納入される物品の他に予備品も一式ずつ附属す

 ること。

 ５．13  ラベルライタ

 (1)　６mm及び24mm幅のテープに印刷できること。

 (2)　連続印刷時に台紙部分は切断しないハーフカット機能を有すること。

 (3)　印刷完了時にテープを切り離すオートカッター機能を有すること。

 (4)　USBインターフェイスにより業務端末装置Ａと接続できること。

(5)　業務端末装置Ａから制御してCODE39及びCODE128のバーコードを印刷できる

 こと。

 

 ６　装置の設置等に係る役務

 ６．１  警察庁が保有するソフトウェアの移行

(1)　当該ソフトウェアは、日本コントロールシステム社製SimpDoc（Ver.５）及

 び日本コントロールシステム社製SimpScan（Ver.２）である。

 (2)　ソフトウェアを搭載するサーバのOSに対応させること。

 (3)　ソフトウェアを各プラットフォームで動作するように調整すること。

(4)　ソフトウェアを警察庁が指定するウィルス対策ソフトウェアが動作する上で

 必要な証明書をインストールすること。

 (5)　別紙２に示す全ての機器との連携を行い、サーバとの接続を実施すること。

 ６．２　情報セキュリティ対策

(1)　OS（仮想OSを含む）及び各ソフトウェアの修正パッチ等は、契約時における

最新のものを適用して納入すること。最新のものの適用が困難な場合は、理由

 書を提出し、警察庁の承認を得ること。

(2)　OS（仮想OSを含む）及び各ソフトウェアは、アクティベーションを行った上

 で納品すること。

(3)　管理者権限を有するアカウント（共有アカウントを除く）及び管理者権限の

ない一般利用者アカウントを作成すること。ただし、共有アカウントの必要性

 がある場合は、警察庁と協議の上、警察庁の承認を得ること。

(4)　一般利用者アカウントにより業務ソフトウェアを通常利用できるよう設定す

 ること。

なお、管理者アカウントは納入後に警察庁が変更する。この場合であっても

業務ソフトウェア等の動作に影響を与えないように設定を行った上で納入する

 こと。

(5)　OS（仮想OSを含む）のオートログイン機能を停止し、ログイン時に生体認証

 又はパスワード認証ができること。



(6)　警察庁が別途指定する要件を満たさないパスワードを設定できないように

 し、定期的に変更を促す機能を有すること。

(7)　業務端末装置は、あらかじめ設定した期間を超えてキーボード及びマウスの

操作がいずれも行われない場合は、本端末の操作が行えないようロックするこ

 と。

なお、ロック中のディスプレイ表示は、スクリーンセーバ等により保護する

 こと。

 (8)　(7)の設定は、管理者アカウントのみが行えること。

 (9)　(7)によるロックの解除は、ロックされた利用者が行えること。

(10) 業務端末装置は、のぞき見防止フィルタを取り付けるなど、端末の画面が部

 外者から視認することができない措置が講じられていること。

(11) 内蔵記録装置全体のOSを含むユーザー領域全体（ブート領域を除く。）を暗

号化できるソフトウェア（OS（仮想OSを含む）に標準搭載する機能でも可）を

搭載し、暗号化を施す設定を行うこと。暗号アルゴリズムは、暗号技術検討会

及び関連委員会（CRYPTREC）により安全性及び実装性能が確認された最新の

「電子政府推奨暗号リスト」に記載されている暗号化方式とし、警察庁の承認

 を得ること。

(12) 外部記録媒体使用制限・管理ソフトウェアとして、次に記載の機能を全て満

たすソフトウェアを導入し設定すること。また、導入した外部記録媒体使用制

限・管理ソフトウェアの操作方法及び設定事項を記載した書面１部又は電子デ

ータ（一太郎、Microsoft Office等一般的なOAソフトウェアで作成されたファ

 イル）１部を警察庁に提出すること。

ア　入力について最低でも次の一方、出力については両方の規定を満たすこ

 と。

(ｱ)　媒体利用管理者の許可なしに外部記録媒体とのファイルの入出力ができ

ないこと。また、媒体利用管理者が行う許可は、管理者権限とは別の権限

 によって行うこと。

(ｲ)　登録済みの外部記録媒体以外の外部記録媒体には物理的又は技術的にア

クセスできないよう設定しなければならない。ただし、光ディスク媒体に限

 りファイルの入出力が行えることは妨げない。

イ　外部記録媒体に出力するファイル（又は外部記録媒体そのもの）を暗号化

できること。暗号アルゴリズムは、暗号化技術検討会及び関連委員会

（CRYPTREC）により安全性及び実装性能確認された最新の「電子政府推奨暗

 号リスト」に記載されている暗号化方式とし、警察庁の承認を得ること。

ウ　外部記録媒体について次の(ｱ)から(ｶ)について必ず、(ｷ)及び(ｸ)について

は可能な限り利用の証跡を取得し、５年以上保管できる機能を設けること。

   また、その証跡は一般利用者権限では消去できないようにすること。

 (ｱ)　入出力日時

 (ｲ)　操作した者を特定できる情報

 (ｳ)　操作した電子計算機を特定できる情報



 (ｴ)　入出力したファイルの名前（拡張子含む）及びサイズ

 (ｵ)　入出力の別

 (ｶ)　出力時の平文、暗号文の別

 (ｷ)　利用外部記録媒体のID等の固有情報

 (ｸ)　外部記録媒体に出力したファイルの元の保存場所（ファイルパス）

エ  外部記録媒体について利用の許可の証跡を取得し、１年以上保管できる機

 能を設けること。

 (ｱ)　利用の許可の期間

 (ｲ)　利用許可者を特定できる情報

オ　外部記録媒体への出力を、自己復号型暗号又は警察が管理する電子計算機

以外の電子計算機では技術的に復号できない暗号により行う機能を設けるこ

 と。

カ　警察が管理する電子計算機以外の電子計算機では技術的に復号できない暗

号による出力を許可したときは、平文又は自己復号型暗号による出力が行え

 ないよう制限する機能を設けること。

(13) 警察庁が別途指定するウイルス対策ソフトを使用して、ウィルス検索を行え

 ること。

(14) サーバ等について、アクセスした日時及び職員を特定できる情報を証跡とし

 て取得し、５年以上保管できるようにすること。

(15) 電子計算機、ネットワーク機器等について、次のアからオについて証跡を取

得できること。ただし、時刻設定が可能なものについては、情報システムにお

いて基準となる時刻に、当該構成要素の時刻を同期させ、証跡に時効情報も記

 録されるよう設定すること。

また、取得した証跡については、不正な消去、改ざん及びアクセスを防止す

 ること。

 ア　利用者のログイン・ログアウトの記録

 (ｱ)　ログイン・ログアウトした西暦での日時（年月日時分秒）

(ｲ)　ログイン・ログアウトしたユーザを特定できる情報（ユーザID、ユーザ

 名等）

(ｳ)　ログイン・ログアウトした電子計算機を特定できる情報（ホスト名、IP

 アドレス等）

 イ　印字出力の記録

 (ｱ)　印字出力した西暦での日時（年月日時分秒）

 (ｲ)　印字出力したユーザを特定できる情報（ユーザID、ユーザ名等）

 (ｳ)　印字出力した電子計算機を特定できる情報（ホスト名、IPアドレス等）

 (ｴ)　印字出力したファイル名

 (ｵ)　印字出力先の印字装置を特定できる情報（ホスト名、IPアドレス等）

 (ｶ)　印字出力した枚数又はページ数

 (ｷ)　印字出力したファイルの保存場所（ファイルパス）

 ウ　ファイル操作（参照、保存、名前変更、削除及びコピー）の記録



 (ｱ)　ファイル操作した西暦での日時（年月日時分秒）

 (ｲ)　操作したユーザを特定できる情報（ユーザID、ユーザ名等）

 (ｳ)　操作した電子計算機を特定できる情報（ホスト名、IPアドレス等）

 (ｴ)　操作したファイル名（拡張子を含む。）

 (ｵ)　操作したファイルの保存場所（ファイルパス）

 エ　ネットワークに係る記録

 通信パケットの内容

 オ　システム管理に係る記録

 (ｱ)　識別コードの発行等の管理記録

 (ｲ)　職員、管理者等へシステムから通知した内容

  

 ７　設定作業における留意点

７．１　ソフトウェア等の設定は、本仕様書及び警察庁との打合せ内容に基づき決定す

 ること。

７．２　ネットワークや関係機器の接続作業は、警察庁の承認を得てから実施するこ

 と。

 ７．３　本装置の運用に関係がないソフトウェアは削除又は機能制限すること。

７．４　設定作業等を行った場合は、全ての機能について正常に動作することを確認す

 ること。

 ７．５　設定作業の際には、関連機器へ悪影響を及ぼさないようにすること。

７．６　設定作業の際に何らかの異常が発生した場合は、直ちに警察庁へ報告し、必要

 な復旧作業を行うこと。

 

 ８　保守体制及び技術支援

 ８．１　修理、点検及び故障時の対応等を迅速に行うこと。　

８．２　天災その他の不可抗力、使用者側の故意又は過失による場合を除き、納入後１

 年間は、無償保証期間とすること。

 ８．３　別途契約する保守、技術支援体制を10年以上構築できること。

８．４　本システムの運用について技術的な質問等を求められた場合は、これに応じる

 こと。

８．５　不具合対応、障害対応及びソフトウェア改修等の履歴を管理し、適正な維持管

 理を行う体制を構築できること。

８．６　消耗品及び交換部品等に関する情報を警察庁に提供すること。情報が変更にな

 った際は、速やかに警察庁に通知すること。

  

 ９　納入先及び納入数

 ９．１　納入先

 埼玉県さいたま市中央区新都心２－１

 さいたま新都心合同庁舎２号館　23階

 ９．２　納入数



 前記「３ 構成」に記載された物品　一式

 

 10　検査

10．１　契約業者は、納入前に警察庁と日程調整を行い、本仕様書に基づく警察庁立会
 検査（員数及び性能検査）を受けること。

なお、立会検査の方法は、契約業者に対し警察庁が別途指示する。また、本検
 査に係る検査成績書を作成すること。

10．２　立会検査時に、本仕様を満たすことが確認できない事項がある場合には、警察
庁と事前に協議の上、立会検査当日までに別途証明書類等を提出することで代替

 できるものとする。
 

 11  提出書類等

   11．１　提出書類

 (1)　全体計画表

契約後１週間以内に、作業の全体的な計画を示す資料を紙媒体及び電子デー

 タで各１部提出すること。

 (2)　体制表

契約後１週間以内に、運用開始までの連絡窓口、作業責任者等を記載した資

 料を紙媒体で１部提出すること。

 (3)　作業員名簿

契約後１週間以内に、本契約の作業に従事する作業員の名簿を紙媒体で１部

 提出すること。

 (4)　機能概要書

契約後１か月以内に、納入物の機器諸元、システムの構成図等を紙媒体及び

 電子データで各１部提出し、警察庁の承認を得ること。

 (5)　進捗状況報告書

契約後から運用開始までの期間中は、作業の進捗状況を定期的（おおむね１

から２週間ごと）に報告書を１部ずつ紙媒体で提出し、警察庁の承認を得るこ

 と。

 (6)　取扱説明書、詳細設計書、設定一覧、品質管理保証書等

 完成品として以下の資料を提出すること。

 ア  ハードウェア一式構成品リスト

ハードウェア一式の構成品一覧を記載した資料を紙媒体で１部提出し、警

 察庁の承認を得ること。

 イ　システム仕様書

納入物の機器諸元、システム構成、各機能概要、機器の設定一覧を記載し

 た資料を紙媒体及び電子データで各１部提出し、警察庁の承認を得ること。

 ウ　各種試験結果報告書

納入機器及び関連機器の動作を確認した接続試験結果及び一連の大量一括

DNA型鑑定を行った総合試験結果を紙媒体及び電子データで各１部提出する

 こと。



 エ　障害対応手順書

障害が発生した際に警察庁側で切り分けを行うための簡易的な障害対応手

 順書を紙媒体及び電子データで各１部提出し、警察庁の承認を得ること。

 オ　リカバリデータ及びリカバリバックアップデータ

障害発生時にシステムのリカバリを行う際に必要なリカバリデータ及びリ

カバリバックアップデータを電子データで１部提出し、警察庁の承認を得る

 こと。

 カ  リカバリ手順書

障害発生時にシステムのリカバリデータ及びリカバリバックアップデータ

からのリカバリを行うための手順書を紙媒体及び電子データで各１部提出

 し、警察庁の承認を得ること。

 キ　操作説明書（利用者向け）

一般利用者向けの操作説明書を紙媒体及び電子データで各１部提出し、警

 察庁の承認を得ること。

 ク　操作説明書（システム管理者向け）

サーバの起動・停止・軽微な設定変更手順、各機器のLED等の確認方法等

について記載した手順書及び資料を紙媒体及び電子データで各１部提出し、

 警察庁の承認を得ること。

 ケ　ライセンス関係資料

各種ソフトウェアのライセンスに関係する資料を紙媒体及び電子データで

 各１部提出し、警察庁の承認を得ること。

 コ　納入物のサプライチェーン・リスク対応に関する資料

「12 その他特記事項」の項目12．２のサプライチェーン・リスク対応に

 関して証明できる資料を紙媒体及び電子データで各１部提出すること。

 サ　移設ソフトウェアの品質管理体制を保証する資料

納入物に移設する情報システムに対し警察庁の意図しない変更が加えられ

ないための品質管理体制を保証する書類を紙媒体及び電子データで各１部提

 出すること。

 シ　外部記録媒体利用・管理ソフトウェアの操作方法等に関する資料

(ｱ) 利用者向け操作方法及び設定事項を記載した説明書を紙媒体及び電子デ

 ータで各１部提出すること。

(ｲ) 管理者向け操作方法及び設定事項を記載した説明書を紙媒体及び電子デ

 ータで各１部提出すること。

 ス　情報資産管理標準シート及び契約金額内訳の提出

(ｱ) 「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」（2024年（令和６年）

５月31日改正デジタル社会推進会議幹事会決定。以下「標準ガイドライ

ン」という。）の「別紙３ 調達仕様書に盛り込むべき情報資産管理標準

シートの提出等に関する作業内容」に基づく情報資産管理を行うために必

要な事項を記載した情報資産管理標準シートを電子データで提出するこ

 と。



(ｲ) 標準ガイドラインの「別紙２ 情報システムの経費区分」に基づき区分

 等した契約金額の内訳を電子データで契約締結後速やかに提出すること。

 11．２　提出物の納品方法

 (1)　提出物は、原則として日本語で作成すること。

 (2)　紙媒体の提出物は、原則としてA4版又はA3版とすること。

(3)　電子データの提出物は、CD又はDVDとすること。ただし、リカバリデータ及

 びリカバリバックアップデータについてはこの限りではない。

(4)　電子データは、原則としてCSV、Word形式、Excel形式、PowerPoint形式、一

太郎形式のいずれかで作成すること。なお、作成に特殊なソフトが必要な場合

 の提出物はPDF形式でも可とする。

(5)　電子媒体の提出物には不正プログラムが混入することが無いよう適切に作成

 すること。

 (6)　当該装置の保証書を添付すること。

 

 12　その他特記事項

12．１　環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）に基づく基本方針の

判断基準を満たすものであること。ただし、当該判断基準を満たす製品を納入す

 ることが困難な場合、警察庁と協議を行うこと。

12．２　本仕様書で調達するソフトウェア及びハードウェアの候補となる機器等につい

てはあらかじめ警察庁に機器等リストを提出し、警察庁がサプライチェーン・リ

スクに係る懸念が払拭されないと判断した場合には、警察庁と迅速かつ密接に連

 携し、代替品選定等を行うこと。

12．３　本仕様書で調達するソフトウェア及びハードウェアについて、不正な変更（機

器等の製造工程及び流通過程で、不正なプログラムを含む予期しない又は好まし

くない特性を組み込むことをいう。）が疑われると警察庁が判断した場合は、契

 約業者において調査及び必要な措置を講じること。

12．４  警察庁が管理していない契約業者、製造業者又はインターネット等のネットワ

ークに接続しなければ構築、設定、管理及び障害対応等ができない機器は、一切

 使用しないこと。

 12．５　本装置の搬入及び設置並びに各種ケーブルの配線を行うこと。

 12．６　本装置の設置の際、耐震対策を行うこと。

  12．７　新たに電源が必要となる場合には、警察庁が指定するブレーカーから機器への

 電源配線を行うこと。

 12．８　納入機器の設定、環境構築作業を行うこと。

12．９　関連機器の設定（IPアドレス、プリンタ、ウイルス対策ソフト、ネットワーク

 フォルダ等）を行うこと。

 12．10　試験用データによりバックアップを取得し、リカバリ試験を行うこと。

12．11　本装置及び関連機器を接続し、一連の大量一括DNA型鑑定の総合試験を行うこ

 と。

12．12　上記12．５の作業完了後、調整、試運転、性能試験及び一般的な操作説明を行



 うこと。

 12．13　上記12．５から12．12に要する全ての経費は契約業者の負担とすること。

12．14　上記12．５から12．12に伴い発生する廃材は、契約業者の責任において処分す

 ること。

12．15　搬入の際は施設及び物品等に損害を与えないように養生等を行うこと。万が一

施設等に損害を与えた場合は、速やかに警察庁に報告するとともに契約業者側の

 負担で速やかに原状の回復を行うこと。

 12．16　本仕様書に疑義が生じた場合は、警察庁の指示又は承認を得ること。

 

  13　納入期限

 警察庁が別途指定する日

 



都道府県警察各警察署長

犯罪鑑識官

ＤＮＡ型鑑定業務

鑑定機器

ろ紙分配装置

ＤＮＡ抽出装置

定量装置

ＤＮＡ増幅装置

電気泳動装置

鑑定嘱託書作成支援ツール

鑑定嘱託書作成支援機能

･鑑定資料

･鑑定嘱託書

･事務連絡表

の郵送

鑑定書

鑑
定
書
の
郵
送

ＤＮＡ型照会業務

ＤＮＡ型データベース

鑑定書控の登録

の部分が既存のソフトウェア

ＤＮＡ型鑑定支援装置

受付支援機能

鑑定書作成支援機能

鑑定準備機能

鑑定書発送支援機能

鑑定機器制御・管理機能

データ出力機能

情報管理機能

鑑定書控保存機能

制御

結果

ファイル出力

印字出力

別紙１

警察庁におけるＤＮＡ型鑑定業務の概要

統計出力機能



サーバ室

解析室

第２クリーンルーム

増幅装置×６

登録室

事務室

受付室

ストレージサーバ

業務サーバ（仮想）

業務サーバ１ 業務サーバ２

バックアップサーバ

第１クリーンルーム

スイッチングハブ 業務端末装置Ａ×４

モノクロプリンタ

モノクロプリンタ

カラープリンタ

カラープリンタ

モノクロプリンタ

カラープリンタ

カラープリンタ

Ｌ２スイッチ×２

19型サーバラック

スキャナ

業務端末装置Ａ×２

業務端末装置Ｂ×１

スイッチングハブ 解析装置×２

解析装置×２

モニタ×２

バーコードリーダ×２

モニタ×２

バーコードリーダ×２

モニタ×２

バーコードリーダ×２

モニタ×２

バーコードリーダ×２

モニタ×２

バーコードリーダ×２

ＵＰＳ×３

業務端末装置Ａ×１

業務端末装置Ａ×１スイッチングハブ

業務端末装置Ａ×4スイッチングハブ

解析装置×２

集合ローゼット×４

スイッチングハブ

スイッチングハブ 解析装置×２

スイッチングハブ 解析装置×２

ウィルス対策サーバ

定量装置×10

スイッチングハブ 分注機×３

スイッチングハブ ろ紙分配装置×３

分注機×３ スイッチングハブ

スイッチングハブ

バーコードリーダ×６

電気泳動装置×６

スイッチングハブ

モノクロプリンタ

ラベルライタ×１

業務端末装置Ａ×１ スイッチングハブ 業務端末装置Ａ×２

モノクロプリンタ

ラベルライタ×１

業務端末装置Ａ×１スイッチングハブ

スイッチングハブ

スイッチングハブ

カラープリンタ

バーコードリーダ×６

ＫＶＭ装置

スイッチングハブ

増幅装置×６

業務端末装置Ａ×１ スイッチングハブ

凡例：

装置 調達範囲に含む機器

装置 調達範囲には含まないが、設定・調整等が必要な機器

調達範囲に含むマウス、キーボード、

バーコードリーダー、ディスプレイ用のケーブル

調達範囲に含むＬＡＮケーブル

敷設済みのＬＡＮケーブル

敷設済みのマウス、キーボード、
バーコードリーダー、ディスプレイ用のケーブル

別紙２

ＤＮＡ型鑑定支援装置の調達範囲に係る機器
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 参加意思確認書

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 

 　警 察 庁　殿  
 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地：

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名：

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：

 

 

　当社は、令和７年１月８日付け警察庁公告に基づく、下記の件名について、

受注体制が整っておりますので、同公告に記載の内容を承諾の上、指名される

 ことを希望いたします。

 

 記

 

 　　件名　DNA型鑑定支援装置

 

 

 

 　　添付資料：提出資料一覧表
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 提出資料一覧表
 

 

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提 出 日：

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名：

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担 当 者 名：

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連 絡 先：

 

 

 １　資格審査結果通知書
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 暴力団排除に関する誓約事項
 

 

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について参加意思確認書

 の提出をもって誓約します。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

 も、異議は一切申し立てません。

、 （ （ 。）　また 貴庁の求めに応じて当方の役員名簿 有価証券報告書に記載のもの 生年月日を含む

ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名、性別及び生年月日の一覧表）

 等を提出すること 及び当該名簿に含まれる個人情報を警察に提供することについて同意します、 。

 

 記

 

 １　次のいずれにも該当しません。また、当該契約満了まで該当することはありません。

  (1)　契約の相手方として不適当な者

ア　法人等（個人、法人又は団体をいう ）の役員等（個人である場合はその者、法人であ。

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう ）の代表者、。

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同

じ ）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77。

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ ）又は暴力団員（同法第２条第６。

 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ ）であるとき。

イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

 える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

 接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

 いるとき

 オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

  (2)　契約の相手方として不適当な行為をする者

 ア　暴力的な要求行為を行う者

 イ　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

 ウ　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

 エ　偽計又は威力を用いて甲又はその職員の業務を妨害する行為を行う者

 オ　その他前各号に準ずる行為を行う者

 

 ２　暴力団関係業者を下請負又は再委託の相手方としません。

 

３　下請負人等（下請負人（一次下請以降の全ての下請負人を含む ）及び再受託者（再委託以。

降の全ての受託者を含む ）並びに自己、下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別に締。

結する場合の当該契約の相手方をいう ）が暴力団関係業者であることが判明したときは、当。

 該契約を解除するため必要な措置を講じます。

 

４　暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は下請負人等が暴力団員等による不当介入を受

けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の契約

 担当官等へ報告を行います。



 別紙－５

 

 物品の仕様に関する資料

 

 

 令和　　　年　　　月　　　日                                              
 

 

 　支出負担行為担当官

 　警察庁長官官房会計課理事官　殿

 

 

 住　　所                                    
 会 社 名                                      

 代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印                                    
 

　 令和７年１月８日付け公募公告の［ＤＮＡ型鑑定支援装置］に係る物品の仕様に関す 
 る資料について、別添の書類等を提出します。

　 なお、予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること、警 
  察庁から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと、警察当局から暴力団又は

  暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる者として、国発注業務等か

  らの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと並びに添付書類等の内容に

  ついては事実と相違ないことを誓約します。

 

 記

 

 　１　仕様と適合していることを証明する資料（カタログ等添付）

 

　２　日本コントロールシステム株式会社製製品を取り扱うことができることを証明する

 資料

 

 ３　納入機器予定リスト（別紙－６）  



別紙－６ 機密性2情報

2024//

調達案件名
（システム名）

法人名

○　提案機器等一覧

通番 区分
製造業者・

役務実施業者
本社所在国

業者の法人番号
（半角数字）

製品名・
役務実施場所

型番 備考

（例） ノートＰＣ 〇×電機 日本 1234567890123 ○○ NOTE AAA 0123

（例） プリンタ △△△ 米国 3210987654321 △△E1234e BBB-1111

（例） アプリケーション OSS OSS 7-Zip
https://www.●●
●.com

（例） システム開発等 ◎◎ソリューション 日本 1111111111111 東京都○○区××

（例） 再委託 ○○○ソフト開発 日本 2222222222222 さいたま市○○区△△

（例） 再々委託 ××システムズ 日本 3333333333333 横浜市××区○○

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※　記載欄が足りない場合は、行を追加してください。

なお、行の追加以外の変更（数式やリンクの貼付等を含む）は行わないようお願いいたします。

登録番号



ハブ 日本
スイッチ OSS
ルータ(VPN等含） 不明
ファイアウォール 米国
IDS(Intrusion Detection System) 中国
IPS（Intrusion Prevention System) 台湾
UTM(Unified Threat Management) 香港
メールサーバ 仏国
ウェブサーバ 韓国
ＤＮＳサーバ 独国
ファイルサーバ 英国
データベースサーバ 豪州
認証サーバ UAE
メインフレーム アイルランド
管理サーバ（ＡＤサーバ等） イスラエル
Proxyサーバ イタリア
NAS(Network Access Server) インド
デスクトップＰＣ ウクライナ
ノートＰＣ ウルグアイ
モバイル端末 エストニア
プリンタ オーストリア
テレビ会議システム構成機器 オランダ
IP電話システム構成機器 カナダ
ネットワークカメラシステム構成機器 キプロス
各種センサー シンガポール
入退システムの構成機器 スイス
ＯＳ スウェーデン
アプリケーション スペイン
ウェブコンテンツ スロバキア
ミドルウェア チェコ
ファームウェア デンマーク
キーボード トルコ
マウス ニュージーランド
外付けハードディスク ノルウェー
USBメモリ ハンガリー
その他 フィリピン
システム開発等 フィンランド
再委託 ブラジル
再々委託 ブルガリア
運用・保守 ベトナム
通信サービス ベラルーシ
クラウドサービスの提供 ベルギー
電子証明書（民間認証局利用） ポーランド
ドメイン（政府ドメイン以外利用） マレーシア
端末等の廃棄 南アフリカ
データの管理・処理 ラトビア

リヒテンシュタイン
ルーマニア
ルクセンブルク
ロシア


